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第１ 営業秘密の有名事件 

 ２０１６年２月に、日本の最大手である日本ペ

イントホールディングスの元役員が、転職後に不

正競争防止法違反で逮捕されたというニュースが

ありました。 

 同様の事例は以前にもあり、２００８年に東芝

の NAND型フラッシュメモリの技術に関する機密情

報を韓国企業に提供した事例では、なんとデータ

を持ち出した犯人に懲役５年の実刑（！）という、

極めて重い刑が地裁・高裁で出ております。他に

も記憶に新しいのは、新日鐡住金とポスコの訴訟

でも、ポスコが新日鐡住金に３００億を支払う和

解が成立したとのニュースも２０１５年のことで

す。そして、このような動きは不正競争防止法が

根拠となっております。 

不正競争防止法は複雑な規制ですので、ここで

は入門編として、典型的な行為を事例式で説明し

て、判りやすく解説したいと思います。 

（本書で特に断りなく○条と記載した場合には、

不正競争防止法を指します。） 

第２ 事例１営業秘密 

（想定事例１）元従業員Yが、X社を退職する際に、

会社の共有ファイル内にあった顧客データ（パス

ワードがかかっていた）を USB メモリにコピーし

て持ち出し転職先の企業でも営業開拓として使用

していた。この点 X 社が Y に対して文句を言った

ところ、Yから「共有フォルダにあったのだから営

業秘密でもなんでもない」と言われてしまいまし

たが、このような Yの言い分は通るのでしょうか？ 

１ 「営業秘密」に該当するための３要

件とは？ 

一般的に「営業秘密」という言葉を耳にします

が、「営業秘密」とは日常用語ではなく、法律用語

としての「営業秘密」をいいます。そして、不正

競争防止法２条６項では、「「営業秘密」とは、秘

密として管理されている生産方法、販売方法その

他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報で

あって、公然と知られていないもの」と定義され

ております。 

この営業秘密に当たるのかどうかは、下記のと

おり３つの要件が必要とされております。 

①秘密として管理されていること（秘密管理性） 

②事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であ

ること（有用性） 

③公然と知られていないものであること（非公知

性） 

２ 「秘密管理性」とは？ 
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この３つの要件の中で、以前は①秘密管理性に

ついては、「共有フォルダに置いてはいけない」、

「パスワードは３カ月ごとに変更しなければいけ

ない」など、アクセス制限の施策などを厳しく求

められ、実際の裁判でも、厳しい管理をしていな

いことを理由に営業秘密として認められない判決

が多く出されました。 

しかし、近時ではこの秘密管理性というのは、 

完全な防御が必要というわけではなく、例えば、

ファイルや書類に「マル秘」などの文言が記載さ

れていたり、データファイルにパスワードがかか

っていたりして、従業員が営業秘密だと判る程度

の措置がなされていれば、アクセス制限が比較的

緩やかでも、秘密管理性があると判断されます。 

ただし、パスワードもなく、誰でもコピーし放

題のファイルのように、全く管理されてない場合

に、営業秘密と認めてもらうことは難しいように

思えますので管理方法の再確認が必要でしょう。 

３ 結論 

元従業員 Y が持ち出したデータは、営業秘密に

あたる。 

第２ 民事上の手段 

１ 民事上できること 

（１） 先ほど検討したように、「営業秘密」の

要件を満たす場合、次は、Yの行為がこの「営業秘

密」に対しての侵害行為（２条１項各号規定）に

当たれば、民事上の法的手段をとることができま

す。 

（２） 具体的には、違反行為の差止め請求（３

条１項）、損害賠償請求（４条）、侵害組成物等

の廃棄請求（３条２項）などの手段をとることが

できます。 

この損害賠償請求の際には特則があり、営業秘

密の侵害の行為によって利益を受けているときは、

その利益の額を、営業秘密を侵害された者が受け

た損害の額と同額と推定する規定があります（５

条２項）。 

また、営業秘密のうち、生産技術等に限っては、

不正取得が立証された場合には、営業秘密を利用

して生産したものと推定する規定ができました

（５条の２）ので、相手方は営業秘密を使用して

いないということを反証をしなければならなくな

りました。 

そこで、このような不正競争防止法上の手段を

使うために、営業秘密侵害行為に該当するかどう

か検討することが重要になります。 

２ 営業秘密侵害行為の事例 

（想定事例２）元従業員 Yは、X社の在職中に特殊

な機械の製造方法のデータをコピーし、転職先の Z

社にデータを渡して、Z社は営業秘密を利用して製

品を製造しているようである。 

①-1 元従業員 Yが持ち出す時点から Yの権限も

なく、業務とも関係のない持ち出しであった

場合、Yの行為は営業秘密侵害行為にあたりま

すか？ 

①-2 元従業員 Yが、元々データを使用する権限

があって、適切に取得していたが、その後 Z

社の手土産として Yが情報を開示した場合は

いかがでしょうか？ 

②-1 Z社は、元従業員 Yが営業秘密を侵害してい

ることを知っていながらデータを受領し、使

用している場合に、Z社の行為は営業秘密侵害

行為にあたりますか？ 

②-2 Z会社は、元従業員 Yが営業秘密侵害行為を

行っていたことを知らない（知らないことに

重過失もない）で、営業秘密を使用していた

場合はいかがでしょうか？ 

３ 結論 



 
 

3 
M&P Legal Note 2017 No.2-2 

①-1 Yの行為は、典型的な営業秘密の不正取得行

為でありますし、その後の Z社に開示した行

為も営業秘密侵害行為となります（２条１項

４号）。 

①-2 Yの営業秘密の取得は正当な取得ですので、

営業秘密侵害行為にはあたりませんが、取得

後に「不正の利益を得る目的で、又はその保

有者に損害を与える目的で」Z社に対して開示

した場合には、開示行為が営業秘密侵害行為

となります（２条１項７号）。 

②-1 Z社は、Yの営業秘密侵害行為を知って取得

し、さらに使用していたのであり、その取得

も使用も営業秘密侵害行為にあたります（２

条１項５号）。 

②-2 Z社が、データを元従業員 Yの営業秘密侵害

行為を知らずにデータを取得し、知らないこ

とに重過失もなく使用している以上、Z社の行

為は営業秘密侵害行為にあたりません。 

しかし、X社としては、Z社に元従業員 Y

の営業秘密侵害行為が介在したことを内容証

明などで知らせた後、Z社の使用行為は、営

業秘密侵害に当たることになります（２条１

項６号）。 

 

第３ 刑事上の手段 

１ 事例 

（想定事例３）元従業員 Yは、X社に在職中に、業

務上、設計図面（営業秘密であることに争いはな

い）が入っている USBメモリを預かっていた。Yは

退職時に、預かっていた設計図面を、削除する誓

約書に署名していたにもかかわらず、自分の利益

を図る目的で、誓約事項に違反して削除せず、ラ

イバル企業である Z社に売却してしまった。 

 この Yの行為は営業秘密侵害罪にあたるか？ 

（想定事例４）そのライバル企業である Z社は、

自社の利益を図るために、設計図面をもとに自社

製品を生産した。Z社の行為は、営業秘密侵害罪に

あたるか？ 

２ 刑事上できること 

不正競争防止法では２１条１項１号～９号にお

いて、刑事罰の対象を規定しております。 

特に３号の営業秘密を保有者から示された者が

図利加害目的で、その営業秘密の管理に係る任務

に背いて、 

（イ）営業秘密記録媒体等の横領、 

（ロ）営業秘密記録媒体の複製の作成、 

（ハ）営業秘密を消去せず、かつ消去したよう

に仮装、 

のいずれかの行為に該当する場合には、営業秘

密侵害罪に該当し、さらに４号では、３号の方法

によって領得した営業秘密を、図利加害目的で使

用・開示する行為も営業秘密侵害罪となります。 

  

また、営業秘密の転得者が、図利加害目的で使

用・開示した場合には、７号の営業秘密侵害行為

となります。 

  

営業秘密侵害罪にあたる場合、個人であれば１

０年以下の懲役もしくは罰金２千万円又はその両

方、法人であれば５億円（海外には１０億）の罰

金、となります。 

３ 結論 

（想定事例３）まず営業秘密が入った USBメモリ

を預かった Yが、自分の利益を図る目的で、USBメ

モリを横領しているので、上記の３号に違反しま

す。さらに、Yが横領した USBメモリを Z社に譲渡

した行為も、４号に違反することになります。 

 

（想定事例４）Z社は、Yの営業秘密侵害行為によ

って取得した営業秘密であることを知って、Z社の

利益を図るために設計図面を利用しているので、

７号に違反することになります。 
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第４ まとめ 

本件想定事例はあくまで不正競争防止法を理解

していただくために、基本的な事例を想定してお

ります。実際には、もっと複雑な事情が絡むこと

が多いですし、一回流出した場合の事後処理費用

も多額に上りますので、日頃からの予防措置が重

要と思われます。 

 

 特に、本件でご注意いただきたいのは、営業秘

密にあたる場合には、その秘密の転得者も処罰の

対象となる場合があるということです。 

Z社の役員の立場で、適法に営業をしていると思

っていても、Z社の従業員が悪気なく移籍者からの

データを使用することもありますので、単に情報

の管理側（営業秘密を持ち出されないという被害

者側の観点）だけではなく、他社の営業秘密を使

わせない（USBメモリは受領しないなど）という加

害者側の観点から対策を施すことも重要と思われ

ます。 
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